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   第 1部：導入 	  
                                                          
                               「人間的尺度への回帰は、経済と技術にとって 1 つのオルタナティブである 
― スモール・イズ・ビューティフル」 
エルンスト・フリードリッヒ・シューマッハー、イギリスの経済学者 
1. 調査の基盤となる状況と過程  
専門家の推定によると、2010 年から 2015 年の間にドイツ全土では、計約 14000 ある電
力分野での配電網営業権1のうち、およそ 8000 の契約が失効する（環境・気候・エネルギー
経済省、バーデン－ヴュルテンベルク 2012）｡これは、すべての配電網営業権のほぼ 60 パ
ーセントに相当するものだが、その扱いについて比較的短期間で決断が下されねばならない
状況だ｡自治体企業連合（VKU）のデータによると、「ハーフタイム」である 2012 年末ま














ンがある（環境気候エネルギー経済省、バーデン－ヴュルテンベルク 2011、2 頁）: 
      1．自治体4は、配電網運営を全面的に自らの手で行うか（行政企業）、自前の企業（都
市公社）に配電網利用権を譲渡することができる｡ 
      2．自治体は、任意の第三者企業（これまでの配電網営業権の所有者か新しい配電網運営
会社）に、配電網利用権を譲渡する ことができる｡ 
      3．自治体は様々な形態にて、他の自治体や既存のエネルギー供給会社あるいは配電網運
営会社と共同で、配電網の運営を行うことができる｡合同会社を設立する方法と、配
電網を賃借する方法があるが、その際に運営委託契約と組合わせることも可能である｡ 
                                                
1      訳注：自治体が配電網運営会社に与える配電網営業の権利｡通常は 20年の契約で、権利を授与された企業は自
治体に権利金を支払う｡ 
2      訳注：新しい営業権所有者がそれまでの営業権所有者に対価を払って配電網を引き継ぐこと｡ 
3    2013年 9月に本スコーピングスタディを発表して以降も、ドイツでは都市公社の新設と自治体による配電網買い戻し
が行われている｡自治体企業連合（VKU）のホームページによると、都市公社設立（VKU、2015）の数は 2005 年以
来約 120になる｡ 
4      訳注：ドイツの基礎自治体であるゲマインデのこと。都市と村がある。 



































章）｡そのために 2005 年から 2012 年に行われた公社新設を洗い出して、それらを様々な特
徴分野ごとに評価した｡本スコーピングスタディの 2 つ目の重点は、都市公社の新設と再公
有化の最も重要な 10 の目標についての部分である（第 4 章）｡その際にヴッパータール研究
所は、再公有化にとって決定的となる動機について、その目標がどの程度到達可能なもので
あるのかを査定している｡そしてその結果を、6 人の研究・実践分野の外部専門家による目
                                                
5      ヴッパータール研究所では、2013年 4月に発表した小レポート「失効する配電網営業権契約・・」において既に、再




















いて、経験上最も重要とされる 10 の目標を確定した｡6 その際にヴッパータール研究所では、
包括的な再公有化の概念を想定している｡重要なのは、再公有化と結び付けて考えられてい






















                                                
6     ヴッパータール研究所は、この際にコンサル会社である Putz&Partner社の調査手法を取り入れた｡同コンサル会社
は、「エネルギー系統の再公有化～最も重用な 10 の目標とその到達可能性に関する小論文」というタイトルの小論































                                                
7       訳注：上の標識は「市役所」を、下は「アム・ゼー都市公社」 
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配電網を自治体が所有することには、今日の視点からは全体として多くのポジティブな理





































                                                
8       訳注：Daseinsvorsorge：最低限の生活を保証するために公共が当然のこととして提供しなければならないサービス｡
自由に移動する権利、最低限の居住レベルに住む権利、衛生的な生活を送る権利など｡具体的には公共交通のサ
ービス、公共受託の供給、エネルギーや上下水道の供給・整備、廃棄物回収など｡ 
9      訳注：ハイブリッド系統とは、将来の再生可能エネルギーによるエネルギー需給手法として考えられているスマートな
システム｡そこでは電気、ガス、熱の供給系統が連携して制御され、需給状況に応じて、交通・電力・熱分野へのエ
ネルギー供給を行ったり、別のエネルギー形態に転換したり、貯蔵や輸送を行ったりする｡（Hybridnetze: Baustein 
der Energiewende, Johannes Dasenblock, Fraunhofer IWES2013参照） 


































                                                
10      訳注：ドイツの社会民主党の著名な政治家で再生可能エネルギー法（EEG）の立役者の 1人｡ 
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第 2部：現状調査 	  
	  
「だが、全てを失った日本が得たものは、希望だ。大地震と津波は、           
私たちの仲間と資源を根こそぎ奪っていった。だが、富に心を奪われて
いた我々のなかに希望の種を植え付けた。だから私は信じていく。」11   
村上龍 2011 
3. ドイツで新設された都市公社についての現状調査  
ドイツでは、多くの配電網営業権契約が失効する過程で、都市公社や村公社の新設が増え






















                                                
11      訳注：翻訳引用 タイムアウト東京編集部  http://www.timeout.jp/ja/tokyo/feature/2581/ 
12    これに加えて VKU の集計によれば 190 以上の配電網買い戻しのケースがあるが、ヴッパータール研究所のス
コーピングスタディではそれは考慮されていない｡ただし VKU の集計のなかの配電網買い戻し事例の内、
都市公社新設と関連するものは、本調査にも該当する。 
13      自治体企業連合（VKU）のベスト・プラクティス・リストは下記より：
http://www.vku.de/fileadmin/get/?21834/Ansprechpartner_Best-Practice_2009_2012.pdf、2013年 8月 25日
から｡ およびに：ドイツ都市学研究所によるまとめ：Jens Libbeの講演「明日の都市エネルギー総合計画」が出所｡
2012年 10月 1・2日開催、第三回シュパイヤー自治体会議「Energy goes lokal～エネルギー大転換における自
治体」、http://www.dhv-
speyer.de/kuhlmann/Mitarbeiter/Kuhlmann/Publikationen/Weiterbildung/Energiewende/Libbe.pdf、23頁、
2013年 8月 25日から｡ 
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ヴッパータール研究所は、新しく設立された都市公社の現状把握において下記の特徴をそ
れぞれ確認した｡ 







6   企業の設立年  
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クラスター1  ハンブルク・シュレースヴィヒ地方              クラスター2  ハノーファー広域圏 
クラスター3   ヴォルフスブルク地方        クラスター4   東部ヴェストファーレン－ミュンスターラント地方 
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クラスター5   ラインラント地方               クラスター6   シュトゥットガルト－ネッカー地方 
クラスター7    シュヴァルツヴァルト（黒い森）地方          クラスター8    ボーデン湖地方 

























の共同による新設では、人口 1 万人以下～2 万人の小さな自治体が参加することが多い（こ
れらは自発的な自治体同盟を形成している）｡よって次に示す規模等級には実際のところ、
統計的分析や図表に示されているよりも多数の小都市（2 万人以下）や小さな村（人口 1 万
人以下）が含まれていることを注記する｡ 
 
                                                
14    こうして 2012 年に都市レムスタールヴェルク公社（有限合資会社）は、南ドイツの 4 つの自治体（バーデ
ン‐ヴュルテンベルク州のシュトゥトガルト東部のレムス・ムーア郡）により設立された｡その自治体とは、
レムスハルデン（人口 1 万 3455 人）、ケルネン（人口 1 万 4782 人）、ウルバッハ（人口 8688 人）、ヴ




供給を目的として、自治体間の「電力ワーキンググループ」が設立された｡2012 年 7 月末には、4 つの自治
体の議員により、統合的な地域都市公社の設立が可決された｡5 月には、アルプ電力ガイスリンゲン・シュ
タイゲ共同組合、フェルバッハ都市公社（有限責任会社）、ショルンドルフ都市公社（有限責任会社）を、
戦略的パートナーとする決断が下された｡2012 年 10 月 9 日に 3 年間の準備期間を経て、レムスタールヴェ
ル ク 公 社 は オ フ ィ シ ャ ル な 設 立 の 日 を 迎 え た ｡ 」 オ ン ラ イ ン は こ ち ら よ り ：
http://www.remshalden.de/index.php?id=194、2013 年 8 月 31 日から｡ 









から 5 万人の間にあることが分かる｡調査した 72 件の新設のうち 61 件がこの範囲にある｡
















                                                
15    ドイツには合計 1 万 1000 の自治体がある｡しかし、人口 10 万人以上の都市は 80 市だけで、計 605 は中都





























2. 有限合資会社（GmbH & Co. KG） 
3. 行政企業16    （Eigenbetrieb） 






















                                                
16     訳注：自主化行政企業のこと｡法人化されていない行政組織の中に組み込まれた行政企業だが、独立性や自
主性を持つ公企業｡ 
17       訳注：公法上の法人、公共企業、公社 
18       訳注：自治体自治の基盤となる州法で、州により公布され、州ごとに異なる 
19       訳注：原文 nicht rechtfähige Verein、非法人、法律権限を持たない 
20  fes 2004: Wegbeschreibung für die kommunale Praxis Die wirtschaftlichen Unternehmen der Gemeinde 
(Loseblattsammlung)  自治体での実践のための道案内、自治体の経済企業（ルーズリーフ集） 
21      訳注：原文 eingetragene Genossenschaft 
22       訳注: 原文 eingetragener Verein、法人、法律権限を持つ 
23       こちらも参照せよ: http://www.gesetze-
bayern.de/jportal/portal/page/bsbayprod.psml?showdoccase=1&doc.id=jlr-GemOBY1998V8Art89 
、2013 年 9 月 3 日から 
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図 4：都市公社新設の際に選ばれた法人形態  
 
出所：著者が作成 
グラフ内： 有限責任会社 67%、有限合資会社 25%、行政企業 4%、自治体会社 4% 
 
結果として、有限責任会社（GmbH）が 67 パーセント（予想通り）と群を抜いて大きな
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3.4 州別に見る都市公社の新設 
調査の対象となった公社新設は、ドイツ共和国にある 16 州中の 10 州で行われていた｡ 
 
図 5：州ごとの絶対的な都市公社の新設数  
 







ニーダーザクセン州だけで、50 件もの都市公社の新設ケース（約 70 パーセント）があるこ



























In den Bundesländern Berlin, 
Brandenburg, Bremen, Saarland 
und Thüringen gab es im/
Betrachtungszeitraum/keine 
Stadtwerkeneugründungen  

































                                                







25    シェーナウは 1990 年代にすでに、地場の配電網買い戻しを決定して自前の都市公社を設立する自治体の模
範となっていた｡シェーナウが発する象徴的な効果は、黒い森地方を超えて広がっていった｡（参照せよ
Janzing 2008、101 頁以降） 
26    ポジティブな影響力は、ここでも地域を大きく超えている｡こうして郡庁所在都市であるバート・ノイェンア
ール・アールヴァイラー（人口 2 万 8000 人）は、シュヴェービッシュ・ハル都市公社の強力なサポートを
受けて自前の都市公社を設立した｡「2010 年 6 月 28 日に市議会は僅か１票の否決と無棄権でアール谷都市
公社の設立を決定した｡新しい有限責任会社の 51 パーセントをバート・ノイェンアール・アールヴァイラ
 









に、自前で電力、ガス、地域暖房の供給を行う 140 以上の都市公社が生まれた｡」（Becker 























                                                                                                                                                   
ー市が所有する｡49 パーセントにはラインラント地方のシュヴェービッシュ・ハル都市公社が参加する｡」
（Schlagwein 2010、  43 頁） 
27    この権利は 5 つの旧東ドイツの州の自治体たちが、激しい抵抗と違憲抗告を通して勝ち取ったものである｡
「1992 年 12 月 22 日に『電力和解』が成立した｡一見すると複雑な憲法上の争点における妥協のようにし
か見えないことであったが、それにより旧東ドイツの自治体のエネルギー経済はサクセスストーリーになっ
た｡」(Becker Büttner Held: エネルギーヴェンデは政治的統一をいかに活用できるか、2012 年 12 月 21 日
に公開、下記よりオンラインで入手可: http://www.derenergieblog.de/alle-themen/energie/wie-die-
energiewende-von-der-politischen-wende-profitieren-kann/、 2013 年 8 月 26 日から 
28   都市公社新設において自治体にはどのような戦略オプションがあるのかについては、第 5 章で詳細に記述し
ている｡ 
       ヴッパータール気候・環境・エネルギー研究所 19  




グラフ横軸左から：自治体が多数派 、 50%での同等、  自治体が少数派、  資金参加なし 
 













                                                
29    訳注：1998年の電力自由化後、両都市の以前の都市公社は、一度民間に売却された｡ 
30    この規模の都市になると配電網も大きく複雑になるため、通常は、旧配電網運営会社で業務を担当していた
人材が、配電網引継ぎの枠内で新会社に吸収される｡民法 613a 条は、このようなケースにおける新しい所
有者と全従業員の権利と義務について規定している｡ 


















































図 7：都市公社の設立年  
 
図：著者が作成  
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第 3部：目標の到達度に関する査定 	  














からだ｡」（BKartA 2011、 1 頁） 
他方では連邦カルテル庁は強い懸念も表している｡現在の再公有化のトレンドは、「配電
網全体の細分化あるいは寸断化」をもたらし、それにより「大きな統合系統により生まれう
る効率化の実現が配慮されない」結果となるとしている。（BKartA 2011、 4 頁）｡33 大手










                                                
32    コンサル会社 Putz&Partner も、現在の自治体による再公有化への努力を批判している｡この批判は 2013 年
頭に公表された小調査を根拠とするものである(Putz & Partner 2013)｡Putz&Partner の査定は、調査された
目標のうち、配電網を自治体が買い戻すことにより到達できるものは一つとしてないとしている｡ 
33    根本的にこのような配電網全体の細分化あるいは寸断化には、配電網利用料金を高め、制御業務の増加を助
長しうるという重要な側面がある｡」（BKartA 2011、  4 頁） 
34      訳注：ドイツの系統運営者以外のエネルギー供給、小売り会社の連合の一つ 
35    BNE ポジションペーパー「（再）公有化がエネルギーヴェンデを危うくする」、2011 
36    StGB NRW-Mitteilung 17/2011 vom 22.12.2010 2010 年 12 月 22 日の ノルトライン-ヴェストファーレン自治
体連合報 2011 年 17 号 http://www.kommunen-in-nrw.de、2013 年 7 月 7 日から｡.http://www.kommunen-in-
nrw.de/mitgliederbereich/mitteilungen/detailansicht/dokument/rwe-gutachten-gegen-re-kommunalisierung-
der-energieversorgung-1.html?cHash=930d9f93d15a42bf8c56d8b3556ae64f 
37      訳注：連邦電気ガス郵便鉄道ネットワーク庁のこと｡連邦系統規制庁とも訳される｡  
38   この調査の最も重用な要旨は次の通り｡「つまりこれまでの公的な調査からは、小規模な配電網運営者それ自
体が大規模な者よりも非効率であるという主張に根拠はない｡」（Müller-Kirchenbauer/Leprich 2013、 103
頁） 




非常に大きい｡このことは Palmer 株式会社の委託で行われた 300 の自治体の政策決定者と


























る｡総合するとアンケート調査に参加した自治体のほぼ 3 分 1 のが「エネルギー供給の再公
有化を想像できる」と答えているが、実際には具体的な計画が存在するのは 16 パーセント





                                                




新設も含まれる（ライプツィヒ大学 2011、13 頁） 





































                                                
40    省エネと再生可能エネルギーによるエネルギー自立を政策的に目指して取り組む地域や自治体のこと｡ 
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41     これに含まれるものとして： 
• コンサル会社 Putz&Partner が調査した目標の中の一部｡HSBA ハンブルクスクールオブビジネスアドミ
ニストレーションとの協力に基づき、2013 年頭に小論文「エネルギー網の再公有化～最も重要な 10 の
目標とその到達可能性の評価」（Putz & Partner、 2013)の中で発表されたもの｡およびに 
• NPO 公共分野研究所およびにライプツィヒ大学の公共経済・公共サービス専門センターによるアンケー
ト調査結果｡調査「エネルギー供給の再公有化」（Universität Leipzig、 2011）内にある｡ 
42    訳注：エネルギーヴェンデ（Energiewende）は、エネルギーの大転換を指す｡非再生可能エネルギーから再
生可能エネルギーへの転換だけでなく、社会体制的な大転換も意味する｡ 
43     訳注：公共、社会への貢献 
44     訳注：原文は GWB Gesetz gegen Wettbewerbsbeschränkungen  競争制限規制法 










図 9:	  目標「エコロジカルな目標の到達と地場でのエネルギーヴェンデの創造」の評価  
 ヴッパータール研究所の評価  
 
 















図 10：	 大手電力会社の再生可能エネルギー発電施設所有の割合（設備容量）  
 
trend research のデータをもとに作成（2013 年 4 月）45 
                                                
45      このグラフは、2012 年にドイツ連邦で設置されている再生可能エネルギー発電施設の累積設置出力に占め
る所有者の内訳を示している。参照: http://www.trendresearch.de/studien/16-























72.900 MW el 
!
Struktur der Erneuerbaren Energien nach Eigentümergruppen  
in Deutschland 2012 (ohne Pumpspeicherkraftwerke) 
Datenquelle: trend:research 2013, eigene Darstellung 
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タイトル：  ドイツの再生可能エネルギー発電設備の所有構造	 2012 年	 （揚水発電は除く）  














の割合は、平均して全設置容量の約 10 パーセントである。46  大手電力 4 社の RWE、E.ON、
Vattenfall、EnBW が所有する再生可能エネルギー発電施設容量の割合は、わずが 5 パーセ
ント程度と比較的少ない（Agentur für Erneuerbare Energie 2013）47。福島の原発事故とそ
の後にドイツが脱原発の最終決定を行う以前の 2010 年の調査でも、ドイツ人の大多数（68
パーセント）が、数多くの小さなエネルギー企業による分散型の発電を、より良い形態だと
考えている（参照：VKU のアンケート調査 2010）。 
 
図 11：	 好まれる発電形態  
 
2010 年 VKU の依頼によるアンケート調査の結果をもとに作成48 
「どの発電方法を好ましいと思いますか？」  




2013 年夏に行われた Forsa アンケート調査では、ドイツ人の大半（55 パーセント）が、
再生可能エネルギー施設を分散型で増加していくことが賢明だとみなしている
（Verbraucherzentrale Bundesverband 2013）。大手電力会社はこれまで、原子力と化石燃
                                                
46   出典：VKU: http://www.vku.de/grafiken-statistiken/energie.html、 2013 年 7 月 12 日 
47    この値は、2012 年までにドイツ全土で設置されている再生可能エネルギー発電施設（= 72.900 MW）に対す
る割合である。出典：Agentur für Erneuerbare Energie (2013): http://www.unendlich-viel-
energie.de/de/startseite/detailansicht/article/19/eigentumsverteilung-an-erneuerbaren-energien-anlagen-
2012.html、2013 年 8 月 19 日から 
48    参照：http://www.vku.de/grafiken-statistiken/meinungsumfragen.html、2013 年 7 月 12 日から 
0% 20% 40% 60% 80% 
eine dezentrale Stromerzeugung mit vielen 
kleineren Unternehmen 
eine zentrale Stromerzeugung mit wenigen 
großen Unternehmen 




Welche Art der Stromerzeugung halten Sie für besser? 







2011 年末の時点で、ドイツの都市公社は、発電容量 16 万メガワットの設備を所有してお




表 1：	 自治体のコージェネ施設の発電システム分類と発電容量（2011 年）  










2012 年には 100 パーセント都市公社が所有する再生可能エネルギー施設が全再エネ発電
施設に占める割合は、10 パーセントから 12 パーセントに増加している。また、自社発電施











                                                
49   Spiegel online 誌 2012年 9月 5日: Energiewende: Stadtwerke trotzen Stromkonzernen Marktanteile ab; 参照: 
http://www.spiegel.de/wirtschaft/unternehmen/energiewende-stadtwerke-trotzen-energiekonzernen-
marktanteile-ab-a-853966.html、2013 年 7 月 10 日より 
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図 12：	 自治体所有の発電施設容量（100 パーセント自治体所有）、2012 年  
 
参照：	 VKU の許可を受けて作成 
























                                                
50    訳注：コントラクティングサービスを提供する会社のこと｡コントラクティングは利用エネルギーの契約供給
サービス｡エネルギー会社が顧客の建物や施設に自費でエネルギー生産設備を設置・運転し、顧客に対して
は冷・熱・電力・省エネなどを長期契約販売する事業｡省エネ・コントラクティングは ESCO 事業に相当｡ 











 ヴッパータール研究所の評価  
 
 































                                                
52      訳注：再生可能エネルギー法（EEG）のこと 
53    「自治体企業のホールディング形態における会計上の損益補填は、2009年の税法により、始めて法的に定着した。
それは、連邦財務局（BFH）の裁判により、それまで行政で実践されきたことの法的な妥当性が問われたことがきっ
かけである」参照：ドイツ都市会議、 DStGB、 VKU、 2012、 64頁 
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図 14：	 目標「自治体企業ホールディング形態を自治体の重要な公共事業の財源確保に活用する」の評
価  
 ヴッパータール研究所の評価  
 
 






















財政的な価値となる（目標 2、3、6、10 を参照）。 
 
図 15：	 目標「自治体歳入の改善」の評価  
 ヴッパータール研究所の評価  
 
 









ンス ― 公共サービスの再公有化」という研究調査を発表した。この調査の核は、102 の自
治体でのアンケート調査である。人口 2 万人以上で、過去に自治体公共サービス事業を部分
的に民営化し、現在再公有化を検討している約 700 の自治体にアンケート用紙を送ったが、
返答があったのが 14.59 パーセントであった。この調査によれば、 財政上の赤字を抱えて
いる約半分の自治体（48.5 パーセント）が、再公有化を計画している。このことから、財政
上の論点が、自治体の再公有化の決定に大変重要な意味をもっていることが明らかになった
（Universität Leipzig 2011、10 頁）。 
















図 16：	 目標「エネルギー供給事業の民主化と公共福祉向上への方向付け」の評価  
 ヴッパータール研究所の評価   
 
 




















重要な根拠となっている（Universität Leipzig 2011、13 頁以降）。 
 
                                                
54  訳注：原文では Daseinsvorsorge｡訳注 8 を参照｡ 
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図 17：	 エネルギー供給部門における再公有化に尽力する理由  
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2.12 分の雇用を生んでいる｡総計すると 9000 人以上の地域の職場が、ハノーファー都市公
社によって成り立っている（Stadtwerke Hannover 2009、 13 頁）。ハノーファーで行われ
ている模範的な助成プログラム「enercity-Fonds proKlima」によって創出されている地域の
経済的な付加価値創出額だけでも、年間およそ 4670 万ユーロ、雇用効果は年間 757 人にな





図 18：	 目標「地場での良質な雇用の創出と確保」の評価  
 目標 6 に関するヴッパータール研究所の評価  
 
 










が支払う料金 1 ユーロあたり、55.2 セント（0.552 ユーロ）が、ゾーリンゲン市の経済に流
れ戻っている。広域の会社では、それは 26.5 セントである（Solinger Tageblatt vom 












                                                
55    参照：プロジェクトリスト：http://www.pestel-institut.de/sites/0801171416160.html, 2013 年 8 月 25 日から 
56    訳注：ゾーリンガー日報 2012 年 5 月 3 日付：都市公社の意義を吟味する調査 
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図 19：目標「エネルギー供給に関する社会的な責任の遂行」の評価  
 ヴッパータール研究所の評価  
 
 



































                                                
57       エネルギーの大転換｡訳注 41 参照｡ 









 ヴッパータール研究所の評価  
 
 






























                                                
58  エムデン都市公社のサービスは、プランニング作業を含む; 設備の購入、配達、設置; 暖房熱と給湯の供給
熱源設備の操業とメンテナンス、 全ての計測機器類の配達と設置と必要な計測器検定料金の負担;設備の遠
隔監視、 24 時間出動体制、 ダイレクトな消費量決算と法的に義務づけられている排ガス検査費用の負担。
参照：エムデン都市公社のホームページ：http://stadtwerke-emden.de/waerme/waerme-direkt-service.html; 
2013 年 7 月 12 日から｡ 訳註：熱コントラクティングサービスと同義 
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図 21：  積極的に提供され、宣伝されている自治体エネルギー公社によるエネルギーサービス事業  
 
VKU-/ASEW の会員アンケートの結果をベースに作成、DSGB、2012、 62 頁 
（図）エネルギーの効率的な利用に関する助言と情報提供    オンライン情報提供 
顧客センターでのエネルギーコンサルティング     
エネルギー効率化措置の実践                               暖房と給湯の改修 
省エネ照明／LED 照明 
環境に優しい熱供給システムへの交換                       暖房用オイルボイラーの交換 
ヒートポンプ利用者用料金 
エネルギー検査                                           電力消費量計測機器の貸出し 
建物のエネルギー証明書 
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den effizienten Umgang mit Energie: 
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Energieberatung im Kundencenter 
Energieeffizeinzmaßnahmen: 
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 目標 9 に関するヴッパータール研究所の評価  
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図 23：地場の都市公社への信頼  
 












2008 年に自治体企業連合（VKU）と dimap-Institut 研究所が協同で行った調査においても、
類似の結果が出ている。この調査によると、56 パーセントの一般家庭の被験者が都市公社
から電気を購入したい、25 パーセントの被験者が民間のエネルギー会社から電力を購入し
たいと考えている（VKU 2010、22 頁）。 
 







図 24：目標「他の部門との相乗効果の実現」の評価  
 ヴッパータール研究所の評価  
 
 





 目標到達は難しい   目標到達はほぼ無理  
                                                
59  参照：http://www.vku.de/grafiken-statistiken/meinungsumfragen.html、2013 年 7 月 12 日から 
 















Frage: Ich lese Ihnen nun verschiedene Institutionen vor. Sagen Sie mir bitte,  
            ob Sie dieser eher vertrauen oder eher kein Vertrauen entgegenbringen: 
 Nennungen: Bringe Ihnen eher  
                      Vertrauen entgegen 








































       ヴッパータール気候・環境・エネルギー研究所 40





表 2：  10 の目標の到達度に関するヴッパータール研究所の調査結果  



























の創造     
2. 地域での経済的な付加価値創出の向上と地場の市場パート
ナーとの結びつきの強化     
3. 自治体企業ホールディング形態を自治体の重要な公共事業
の財源確保に活用する     
4. 自治体歳入の改善     
5. エネルギー供給事業の民主化と公共福祉向上（パブリッ
ク・ヴァリュー）への方向付け     
6. 地場での良質な雇用の創出と確保     
7. エネルギー供給に関する社会的な責任の遂行 
     
8. 地域のエネルギー供給方針を価格競争ではなく品質重視に
し、環境効率性の高いエネルギーサービス事業を拡張     
9. 顧客•市民に近いことの実践と、地場で問題解決能力が高い
という他社にないメリットの活用     
10. 他の部門との相乗効果の実現 
     
 







研究所は、おそらく到達する、と 2 番目の評価を与えている。ということは全ての 10 の目
標が、確実に到達できる、もしくはおそらく到達できる、と評価されているということであ


























                                                























































                                                
61 参照：Verbraucherzentrale Bundesverband (2013): Verbraucherinteressen in der Energiewende – Ergebnisse 
einer repräsentativen Befragung 



















という評価を行っている。252 評価（= 42 部分目標×6 人）のうち、249 が実際に評価され
ている。そのうち、121（= 48.6 パーセント）が「おそらく到達可能」で、「確実に到達可
能」は 90（＝36.1 パーセント）ある。ということは、外部専門家も、85 パーセントの目標













                                                
62  これに関して１人の外部専門家は次のように説明している： 
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表 3：再公有化の目標の到達度に関する外部専門家調査の結果  
       目標 ほぼ確実 おそらく到達 到達困難 ほぼ無理 
1. エコロジカルな目標の到達と地場でのエネルギーヴェ
ンデの創造 5 14 5 0 
2. 地域での経済的な付加価値創出の向上と地場の市場パ
ートナーとの結びつきの強化 11 7 0 0 
3. 自治体企業ホールディング形態を自治体の重要な公共
事業の財源確保に活用する 7 3 1 0 
4.     自治体歳入の改善 11 6 1 0 
5.    エネルギー供給事業の民主化と公共福祉向上への方向
付け 12 21 2 1 
6.     地場での良質な雇用の創出と確保 16 11 2 1 




8 22 6 0 
9. 顧客•市民に近いことの実践と、地場で問題解決能力
が高いという他社にないメリットの活用 9 13 2 0 
10. 他の部門との相乗効果の実現 10 16 14 0 










                                                





       ヴッパータール気候・環境・エネルギー研究所 45  
再公有化の目標到達可能性を評価する外部専門家（アルファベット順）：  
ハインツ−J. ボントルップ教授（博士）、ヴェストファーレン専門大学  : 




研究所の学術顧問委員、並びに Hans-Böckler 基金の任命講師。 
フェリックス•エッカルト教授（博士）、ロストック大学  : 
1972 年 4 月 1 日西ベルリン生まれ。専門は、法学•社会学•宗教学。ロストック大学の法学を修め
「持続可能性」のテーマで教授号を取得。2003 年から 2008 年まで、ブレーメン大学法学部にて、行
政法（ドイツ•ヨーロッパ•国際環境法を専門）の教授として勤務。2007 年には、ドイツ大学連盟と




ペーター•へニッケ教授（博士）、bigEE プロジェクトのプラクティカルアドバイザー  : 
1942 年 1 月 18 日生まれ。ハイデルベルク大学で国民経済学と化学を学ぶ。卒業後、オズナブリュッ
ク大学とハイデルベルク大学で、経済•発展理論（重点：経済政策とエネルギー政策）の分野で研究
者•講師として働く。ドイツ連邦議会の「グローバル化と自由化の下での持続可能なエネルギー供
給」に関するアンケート委員会と気候保全アンケート委員会のメンバーに 2 度選出される。2003 年
から 2008 年まで、ヴッパータール気候•環境•エネルギー研究所の所長。ヨーロッパ環境エージェン
シー（EEA）のマネージメントメンバー。ローマクラブのメンバーで、2014 年のドイツ環境賞の受
賞者。スウェーデン持続可能賞である「Gothenburg Award for Sustainable Development」の 2015 年
の受賞者。 
ラインハルト•クロップフフライシュ（博士）、労働組合  Ver.di の連邦理事  : 
1953 年生まれ。物理と社会学を大学で学び、卒業後、エネルギーと環境の分野のジャーナリスト•執
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（TheronSight 2012、 9 頁）： 
• 「統合的な企業」:	 自治体は、設備を所有し経営も行う。 
• 「設備の所有者」:	 自治体は設備を所有し、その運転•サービス•メンテナンスは第    
三者に委託する。 
• 「設備の投資家」： 自治体は、設備に資金参加（半分以下、または大半） 










                                                
64     エネルギーの大転換、訳注 41 を参照｡ 
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• 都市公社の新規設立を、戦略的な企業コンセプトと結びつける 
• ミッションステイトメントを定義（企業の目的と最も重要なモチーフ	 –	 内部コミ
ュニケーションと企業的自明性をターゲットに） 


















図 25：エネルギーヴェンでの枠組みにおける都市公社の戦略オプション  
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5.2.1 多元的ガバナンス : 
「多元的ガバナンス」とは、決断の責任がたくさんの中心に分散していることである。
個々の中心は相互連関するか、もしくは中心的な機関や紛争解決メカニズムによって結びつ







な市民や行政が応用することができる」（Ostrom 2008、7 頁、引用 Helfrich / Stein 2011）
「他の言い方をすれば、自己組織化は、決定的な手段である。それは古典的な経済理論には
































を機に強い上昇気流に乗った。2000 年から 2013 年の間だけでも発電に占める再生可能エネ








アティブにさらなるダイナミズムが加わった。それから 2 年の間にドイツ中で 130 を超える
郡、自治体、広域地域連合や都市が、自身の消費するエネルギーを再生可能エネルギー
100%に転換するための取り組みを組織した。クラウス・ノヴィー研究所（Klaus Novy）の
調査によれば、市民エネルギー協同組合の数は 2014 年 1 月までに 890 近くにまで増加した
（Handelsblatt、2014 年から引用）。 









                                                
65     複数の中心を抱える統治方法 


































（Borkum、当時は Borkum West II と呼ばれていた）を、数少ない都市公社による洋上風力
パークプロジェクトの 1 つとして開発している68。 
一般的には、都市公社間のネットワークは強いと言うことができる。地域レベルでもしば
しば新しい協力の形が生み出されている。「ヘッセン北部都市公社連合」はその好例である。
                                                
66      各事例を簡単に紹介する総合的なリストは以下よりダウンロード可能：
http://www.energieagentur.nrw.de/buergerenergie/anlagen.asp、2013 年 8 月 25 日から 





68     訳注：洋上風力パーク建設は、投資規模が大きすぎて通常の都市公社単体では手出しができない 
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連合は自治体の基礎サービス供給構造をさらに発展させ、相乗効果を生み出し、参加企業の
効率を向上させる一助となっている。連合は経営理念として次を挙げている



























市公社 DEW21 だけでも、「ゲッコー」に参加したことで 1400 から 1600 万ユーロと 70 人
                                                
69      訳注：Gekko、ヤモリ、GEmeinschaftsKraftwerke Kohlekraftwerk の略 




71      参照: http://www.derwesten.de/staedte/bochum/stadtwerke-wetter-half-in-der-bilanz-id8117046.html、 
2013 年 9 月 2 日から 
訳注：2011 年に稼働開始が見込まれていた発電所のブロック D は建設中の深刻なトラブルでメーカーと訴
訟中。工事再開の目処は立っておらず、おそらく永久に完成することはない。同じく 2011 年完成予定だっ
たブロック E は、工事遅延とトラブルで工事費は高騰し、同時に数度の計画遅延の後、2014 年に稼働開始
しているが、その期間中に、ドイツでは卸売電力価格、電力取引市場における電力販売価格が急落してお
り、当初の採算を目指すことは不可能となっている｡ 






ヴッパータール研究所が実施した詳細調査（Wuppertal Institut 2011、10 頁）は、2021 年
までに全ての電力消費セクター（家庭、産業、手工業、商業、サービス業）の多様な電力消
費において、より効率の高い技術を導入して節電を行ったり、電力機器を使用しない代替措






























                                                
72      参照: http://www.derwesten.de/staedte/dortmund/dew-baut-wegen-kraftwerks-verlusten-70-stellen-ab-
id7327358.html、2013 年 8 月 25 日から 
73     訳注：利用エネルギーの契約供給サービス｡エネルギー会社が顧客の建物や施設に自費でエネルギー生産設
備を設置・運転し、顧客に対しては冷・熱・省エネなどを長期契約販売する事業｡省エネ・コントラクティ
ングは ESCO 事業に相当｡ 
74     訳注：スマート自動運転とは、通常のコージェネレーションのように熱負荷に応じて自動運転するのではな
く、余裕を設けた蓄熱タンクとスマートメーターを組み合わせたシステムによって、電力需給調整の役割を
果たすように、部分的には電力負荷や電力価格状況に応じて自動運転するコージェネレーションのこと｡ 







































                                                





76     訳注：オール電化とは逆の方向性で、ガスなどで代替できるものは、あえて電気で行わないという意味｡ 
77     訳注：訳注 73 を参照 


















利用したことについて、郡長たちは RWE 社を非難した。このことは、「RWE 社が配電網
を所有し続けることについて、どれほど強い関心を抱いているか」を示していると郡長らは
語っている。(http://www.hochsauerlandenergie.de/news/meldung/energieversorgung、2013



















                                                
78     訳注：ドイツ最大のサービス業、公共サービス業の労働組合連盟 
79 http://umweltfairaendern.de/online-unterschreiben-hamburger-gewerkschafterinnen-fuer-den-energienetze-
volksentscheid/、2013 年 8 月 25 日から 
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風になっていると、現状に満足している旨を明らかにした （Verein der Kohlenimporteure 
                                                










83      二酸化炭素排出権を含めた（石炭）燃料価格と電力価格の差を指す。 
84      二酸化炭素排出権を含めた（ガス）燃料価格と電力価格の差を指す。 








































                                                
85     連盟は何はともあれ、今後も継続して再エネ、特に太陽光発電の給電量が今後も増加し続け、石炭需要に影
響をあたえるような事態が起こりうることを危惧している（前出と同じ）。 
86     米国で天然ガス産出量が増加していることが、米国内の天然ガス価格の低下と需要増加を招いている。それ
に伴い、米国内の石炭需要が低下している。これにより、米国では石炭は過剰供給の状況となっており、世
界市場に石炭が安価で売られる事態が発生した。 
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客を獲得できることは、例えば 3 年前に設立されたハンブルクエネルギー社（Hamburg 
Energie）が証明している。同社はすでに 8 万の電力顧客を獲得しており（2013 年 5 月時
点）、市場参加からわずか 3 年で利益を生み出すまでになっており、2012 年度の決算は営
業計画を超えることができた（Hamburg Energie 2013）。 
 













分析した結果、以下のリスクが報告された（VKU 2010、45 頁）： 








                                                
87    訳注：連邦系統規制庁とも訳される｡ 
88 コストの下方硬直性は、会計上頻繁に見られる現象である。売上高が増えたときのコ ストの増加分に比べ
て、売上高が減ったときのコストの減少分が有意に小さい現象のことで、この下がりきらないコストを下方   
硬直したコストと呼ぶ（Wikipedia）。 





































判が続く。この意見は、例えば連邦カルテル庁 (BKartA 2011、4 頁)も過去に繰り返し述べ
てきたが、この評価の正当性を認める実証的な研究結果は存在しない。「これまでに行われ
た公的調査からは、・・・小規模配電網営業会社が大規模な会社よりも非効率であるとする
根拠は見つかっていない」(Müller-Kirchenbauer/Leprich 2013、103 頁)。これについては 4
章の 21 ページも参照されたい。 
 




































めた」(Brand eins 誌、 1/2011、  30 頁)。そのようにしてウムキルヒ村の市議会議員たちは、




















                                                
90    11 月 30 日に最も近い日曜日からクリスマスの前日までの期間｡ 
91      いわゆる「ミュンスターラントの雪害」は、Wikipedia によくまとめられている。参照: 
http://de.wikipedia.org/wiki/Münsterländer_Schneechaos、2013 年 8 月 25 日から 






















（www.rw-bodensee.de、2013 年 4 月 30 日から）。レギオナルヴェルク・ボーデンゼー社














作業を行う必要があった（rw-info、 2011/2、 3 頁）。 
                                                
92   「特に脆いとされるトーマス転炉鋼（塩基性転炉鋼）は、1960 年代までは鉄塔にも用いられていた。RWE
社が更新時に全ての構造材からトーマス転炉鋼部材を取り替えていれば、鉄塔は 2005 年のミュンスターラ
ントの悪天候でも倒壊しなかったと推測できる、と報告書は記している。専門鑑定者は RWE 社の更新作業
計画を再度精査する必要があると述べている。」 (Süddeutsche.de、 2010 年 5 月 17 日) 
93     2005 年 12 月半ば、RWE 社は 44000 本ある高圧、超高圧送電線の鉄塔の大部分が 65 年以上利用されてい
ることを認めた。現在利用されている 10300 本の高圧送電線の鉄塔も 1940 年以前に設置されたものである。
さらに、RWE 社は欧州全体ではまだまだ多くの非常に古い鉄塔があることも認めた。これらの多くが、含
有窒素量が多いために劣化しやすく、そのために簡単に壊れやすいトーマス転炉鋼（塩基性転炉鋼）を用い
て作られている。」Wikipedia: Münsterländer Schneechaos、2013 年 7 月 20 日から 
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ニュムブレヒト  
1998 年以来、ニュムブレヒト村公社はそれまで RWE 社が所有していた配電網を買い戻
して運営している。当時の自治体は、配電網買い戻しと配電網の RWE 社からの分割移譲の





はなんと 1950 年代のものであった。それまで 20 年にわたり RWE 社で働いてきた熟練電気
技師の評価によれば、経済的な配電網の利用のために、事前に更新作業をしないという選択
はそもそも「考えられない」と述べた。配電網を適切な状態にするために、村公社はまず
250 万ユーロを配電網の更新措置のために投資しなければならなかった（F.A.Z. 、2007 年 8
月 23 日）。 
 
ボホルト  
1996 年、都市公社は地域の配電網を買い戻すために約 4000 万ドイツマルクを元の配電網
営業会社である RWE 社に支払った。しかし彼らが配電網を買い戻した後、その状態を確認
したところ、配電網の価値は 2300 万マルク弱しかないと見積もられた。ボホルトエネルギ
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7. 既存の配電網営業会社による配電網の既得権保護の活動  
 
現在の法的、政治的状況は、例えばヴッパータール研究所が 2013 年 4 月に簡易調査で明
らかにしたように94、これまでの配電網の運営者が、系統営業権の新規参入者への委託手続
きを体系的に阻害し、再公有化に向けた努力を妨害することを可能にさせている。基本法上
































                                                
94       ヴッパータール研究所の報告書の要約版は以下のリンクからダウンロード可能である：
http://wupperinst.org/info/details/wi/a/s/ad/2158/ 
95     雑誌「Energie&Management」は、2013 年 3 月号で、電力・ガス供給系統買い戻しの例としてラインラン
ド・プファルツ州の郡都市、バート・ノイエンナール－アールヴァイラー（人口 28000 人）を詳細にレポ 
ートし、自治体と以前の配電網営業会社である RWE 社との法廷論争がいかに厳しく、長期にわたるかにつ 
いて記事にしている（Sendner 2013）。 
96     これについては、7.3 節、68 ページを参照されたい。 
97     これは、90 年/緑の党の連立政権が行った簡易アンケートの回答から得られたものである。出所：Deutscher 
Bundestag (2013): Drucksache17/14630、17. Wahlperiode、2013 年 8 月 23 日から 
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図  26: 既存の配電網営業会社による既得権保護のための一般的な戦略特性  
 








一段目	 	 	 一般的な戦略特性 
二段目	 左から	 インセンティブ	 	 	 	 エネルギー経済法や独占禁止・公正取引法の違反行為	 	 	 	 制裁 
三段目以降左から	 例：スポンサー契約（・スポーツ、・文化事業）	 	 例：地域支援という餌（・寄付行











1999 年連邦裁判所判決）や連邦カルテル庁と連邦ネットワーク庁が共同で 2010 年98に作成
                                                
98 連邦カルテル庁と連邦ネットワーク庁：電力とガスの営業権委託手続きと委託者の変更 にかかる共同ガイド
ライン、2010 年 12 月 15 日 
















は、彼らはエネルギー経済法 46 条の規制不備を利用してきた。残念ながら、2011 年の改正
の時点でも、いつのタイミングで既存の配電網営業会社が配電網に関するデータを提供しな
ければならないのかについて、言及されないままになっている100。確かに 2011 年の改正で












                                                














EnBW ODR 社（EnBW 子会社）は、コストが高いことを理由にデーター開示を拒んだ。『これは都市公社
にとって大きな問題である』と代表は述べている。自治体企業は、分割移譲計画の経済性の判断を可能とす
るためにも、早期にデータが必要である」（Focht 2013、 9 頁）。 
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上になることもある。自治体にとっては事業税101収入が失われたり、間接的には地域の購買
力や経済的な付加価値創出が失われる事態になりかねない。 




































己防衛を行うべきである。自治体は、エネルギー経済法 30 条 2 項に基づくエネルギー法上
の悪用を審査する手続きや、32 条 1 項に基づく民法上の不履行請求、排除請求を活用する
ことができる。 
                                                
101      訳注：自治体の直接歳入となる法人税 
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この調査には、内容的に 2 つの重点がある。1 点目は、2005 年以降に新設された都市公











ため、ヴッパータール研究所は、今後も 2 年間にわたり都市公社設立の波は続くと見ている。 
地図に示されるように、ここ数年の都市公社新設には地域的な偏りが見られる。特にバー
デン・ヴュルテンベルク州、とりわけ黒い森地域、シュトゥットガルト都市圏、ボーデン湖
周辺の 3 つの地域（クラスター）の都市と自治体が目立って活発である。 
 
図 29：都市公社新設の動きの地理的分布（クラスター）  
 












































                                                
102    訳注：1992 年 12 月 22 日連邦憲法裁判所は旧東ドイツの自治体に電力事業に従事する都市公社の設立と営
業活動を認める内容の判断を示した 
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1          エコロジカルな目標の到達と地場でのエネルギーヴェンデの創造  
地域の省エネポテンシャル活用の強化 
    
地域の再エネポテンシャル開発を改善 
    
分散型コージェネレーション設備の強力な拡張 
    
再エネ発電のポテンシャル活用のための都市と農村のアク
ティブな連携強化 
    
2          	  地域での経済的な付加価値創出の向上と地場の市場パートナーとの結びつきの強化 
地域の企業との契約の増加 
    
再エネ設備建設による収益の確保（再エネ法、土地賃借料
収入、営業税による収入など） 
    
地域市場で活動するパートナーとの協力（例、農家との共
同によるバイオガス生産） 
    
3      	      自治体企業ホールディング形態を自治体の重要な公共事業の財源確保に活用する（税制面） 
公共交通機関の赤字埋め合わせ 
    
公営プールや文化事業（市営劇場など）の赤字埋め合わせ 
    
4             自治体の歳入の改善 
自治体への（エネルギー部門の公社の収益による）利益の
歳入 
    
外部からの電力購入に代わり、コージェネレーションでの
自家発電・自家消費によるコストメリットの実現 
    
経済的な付加価値創出のチェーン拡大による財政歳入状況
の改善 









    
ロカール・アジェンダ 21 との関連付け 
    
監査役会における自治体政策の影響力の増大 
    














    
監査役会の監査役に顧客を取り込む 
    
6 地場での良質な雇用の創出と確保 
公務員規定の賃金の支払い 
    
地域が経営方針決定へ参与する 
    
パート・派遣職を使わない 
    
期限付き雇用契約を大部分で使わない 
    
ワークシェアリング、育児休暇などの採用による家庭にや
さしい雇用形態 
    
7 エネルギー供給に関する社会的な責任の遂行 
（料金未払いによる）電力・ガス供給停止措置の回避 




    
8              地域のエネルギー供給方針を価格競争ではなく品質重視にし、環境効率性の高いエネルギーサービス事業を拡張  
環境効率性の高いエネルギーサービス事業の確立 
    
電源由来についてのより一層の配慮 












    
エネルギー（コスト）削減サービス事業による地域企業の
市場競争力の強化 
    
9 顧客•市民に近いことの実践と、地場で問題解決能力が高いという他社にないメリットの活用 
地域の顧客相談センターの設置 
    
地域のエネルギーヴェンデ（大転換）の実現強化に向けた
地域のステークホルダー、機関、団体、連盟との提携確保 
    
地域の現状に合わせた課題解決とサービスの実現 
    
障害発生時の迅速な対応 
    
10 他の部門との相乗効果の実現 













    
上下水道事業 
    
廃棄物処理事業 
    
市民プール 
    
公共交通機関 
    
住宅公社 
    
その他のセクター（港湾など） 
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表 5：	 2005 年から 2012 年における都市公社設立の一覧表 	  
企業名  人口  法形態  連邦州  設立年度  
Stadtwerke Emmendingen 27.000 有限責任会社 
バーデン－ヴュルテンベ
ルク州 2005 
Gemeindewerke Uetze 20.900 有限責任会社 ニーダーザクセン州 2006 
Hagnauer Gemeindewerke 1.450 有限責任会社 
バーデン－ヴュルテンベ
ルク州 2006 
VES Ver- und Entsorgungsgesellschaft Sersheim 5.300 有限責任会社 
バーデン－ヴュルテンベ
ルク州 2006 
Gemeindewerke Oberhaching GmbH 12.677 有限責任会社 バイエルン州 2006 
Gemeindewerke Wietze  8000 有限責任会社 ニーダーザクセン州 2007 
Gemeindewerke Umkirch 5.200 有限責任会社 
バーデン－ヴュルテンベ
ルク州 2008 
Regionalwerk Bodensee  60.100 有限合資会社 
バーデン・ヴュルテンベ
ルク州 2008 
Stadtwerke Brunsbüttel 13.000 有限責任会社 
シュレースヴィヒ－ホル
シュタイン州 2008 
Stadtwerke Heiligenhafen 9.200 行政企業 
シュレースヴィヒ－ホル
シュタイン州 2008 
Stadtwerke Plön Versorgungs GmbH 12.800 有限責任会社 
シュレースヴィヒ－ホル
シュタイン州 2008 
Stadtwerke Springe 29.000 有限責任会社 ニーダーザクセン州 2008 




Energie Rellingen 13.800 有限合資会社 
シュレースヴィヒ－ホル
シュタイン州 2009 
Energieversorgung Mainhardt Wüstenrot  12.300 有限合資会社 
バーデン－ヴュルテンベ
ルク州 2009 
Energieversorgung Olching 25.500 有限責任会社 バイエルン州 2009 
Hamburg Energie 1.810.700 有限責任会社 ハンブルク都市州 2009 
HochsauerlandEnergie 56.500 有限責任会社 
ノルトライン－ヴェスト
ファーレン州 2009 
Stadtwerke Müllheim Staufen 26.000 有限責任会社 
バーデン－ヴュルテンベ
ルク州 2009 
Stadtwerke Weserbergland 23.300 有限責任会社 ニーダーザクセン州 2009 




Gemeindewerke Ammerbuch  11.159 有限責任会社 
バーデン・ヴュルテンベ
ルク州 2009 
Gemeindewerke Wedemark GmbH 28.356 有限責任会社 ニーダーザクセン州 2009 




Energieversorgung Denzlingen 13.700 有限合資会社 
バーデン－ヴュルテンベ
ルク州 2010 
Energieversorgung Elbtalaue 20.900 有限責任会社 ニーダーザクセン州 2010 
Energieversorgung Kranenburg 10.000 有限責任会社 
ノルトライン－ヴェスト
ファーレン州 2010 
Energieversorgung Putzbrunn 6.300 有限合資会社 バイエルン州 2010 
Friesenenergie 25.400 有限責任会社 ニーダーザクセン州 2010 
Stadtwerke Aurich 40.400 有限責任会社 ニーダーザクセン州 2010 
Stadtwerke Großalmerode 6.800 有限合資会社 ヘッセン州 2010 
Stadtwerke Landsberg 28.400 自治体会社 バイエルン州 2010 




Ludwigshafen, Reichenau GmbH 123.000 有限責任会社 
バーデン－ヴュルテンベ
ルク州 2010 
Stadtwerke Plauen 65.700 有限合資会社 ザクセン州 2010 
Gemeindewerke Sipplingen 2.073 行政企業 
バーデン－ヴュルテンベ
ルク州 2010 
Energieversorgung Bad Boll 5.200 有限責任会社 
バーデン－ヴュルテンベ
ルク州 2011 
Energieversorgung Lenningen 8.100 有限責任会社 
バーデン・ヴュルテンベ
ルク州 2011 
       ヴッパータール気候・環境・エネルギー研究所 82
企業名  人口  法形態  連邦州  設立年度  
Energieversorgung Titisee-Neustadt  11.900 有限責任会社 
バーデン・ヴュルテンベ
ルク州 2011 
Gemeindewerke Bad Sassendorf 11.700 有限合資会社 
ノルトライン－ヴェスト
ファーレン州 2011 
Grimmener Stadtwerke 10.300 有限責任会社 
メックレンブルク－フォ
アポメルン州 2011 
Netzgesellschaft Hessisch Oldendorf 19.800 有限責任会社 ニーダーザクセン州 2011 
Stadtwerke Ditzingen  24.500 有限合資会社 
バーデン－ヴュルテンベ
ルク州 2011 
Stadtwerke Elm-Lappwald 22.400 有限責任会社 ニーダーザクセン州 2011 
Stadtwerke Mettmann 39.200 有限責任会社 
ノルトライン－ヴェスト
ファーレン州 2011 
Stadtwerke Stuttgart 613.000 有限責任会社 
バーデン－ヴュルテンベ
ルク州 2011 




Wadersloh Energie 12.600 有限責任会社 
ノルトライン－ヴェスト
ファーレン州 2011 
Stadtwerke Waldbröl 19.300 有限責任会社 
ノルトライン－ヴェスト
ファーレン州 2011 
Gemeindewerke Seegebiet Mansfelder Land 9559 有限責任会社 ザクセン・アンハルト州 2011 
Gemeindewerke Obermichelbach 3173 行政企業 バイエルン州 2011 




Gemeindewerke Peiner Land 82.000 有限責任会社 ニーダーザクセン州 2012 
Gemeindewerke Windach 3.700 自治体会社 バイエルン州 2012 
Mindener Stadtwerke 81.900 有限責任会社 
ノルトライン－ヴェスト
ファーレン州 2012 
Regionalwerk Hochrhein 14.100 有限合資会社 
バーデン－ヴュルテンベ
ルク州 2012 
Regionalwerk Würmtal 38.400 有限合資会社 バイエルン州 2012 
Remstalwerk 45.000 有限合資会社 
バーデン－ヴュルテンベ
ルク州 2012 
Stadtwerke Freudenberg  3.800 有限合資会社 
バーデン－ヴュルテンベ
ルク州 2012 
Stadtwerke Gifhorn 41.500 有限責任会社 ニーダーザクセン州 2012 
Stadtwerke Harsewinkel 24.100 有限責任会社 
ノルトライン－ヴェスト
ファーレン州 2012 
Stadtwerke Korschenbroich 33.000 有限責任会社 
ノルトライン－ヴェスト
ファーレン州 2012 











Gemeinsame Stadtwerke Münsterland 116.400 有限責任会社 
ノルトライン－ヴェスト
ファーレン州 2012 
Stadtwerke Pfaffenhofen  24.300 自治体会社 バイエルン州 2012 




Gemeindewerke Gräfelfing 13.130 有限合資会社 バイエルン州 2012 
Gemeindewerke Plüderhausen  9.268 有限責任会社 
バーデン－ヴュルテンベ
ルク州 2012 
Energiewerk Ortenau Energiegesellschaft  60000 有限合資会社 
バーデン－ヴュルテンベ
ルク州 2012 
Regionalwerke Bamberg 123.000 有限責任会社 バイエルン州 2012 
Stadtwerke Böblingen  45.167 有限責任会社 
バーデン－ヴュルテンベ
ルク州 
2012 
この一覧は必ずしも網羅性を保証するものではない 	  
